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こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●2026年より本格稼働が開始する排出量取引制度は、 2023年より試行されている現行の排出量
取引制度とは異なり、義務化される。たとえば、一定規模以上の排出者を排出量取引制度の対
象とし、制度への参加が義務づけられるとしている。また、業種特性や移行期の取組みなどを勘
案した一定の基準に従って算定した排出枠の割当が行われ、制度対象者は、毎年度、排出実績
と等量の排出枠の償却が求められる想定である。

●本格稼働後の排出量取引制度は、制度対象者を法人単位とする取扱いが想定されている。諸外
国制度と同程度の規模の排出源を捕捉する観点から、制度対象者を直近３カ年平均でCO2の
国内直接排出量10万トン以上とする閾値の設定も想定されている。また、企業がグループ単位
で排出量の管理や脱炭素に必要となる投資判断を行っている実態を踏まえ、親会社等が密接な
関係にある子会社等も含めた報告等の制度対応を可能とするための認定制度の創設および導入
も想定されている。

は
じ
め
に

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
目
標
を
表
明

す
る
国
お
よ
び
法
域
が
増
加
す
る
な
か
、

海
外
に
お
い
て
、
排
出
削
減
と
経
済
成
長

お
よ
び
産
業
競
争
力
の
強
化
を
共
に
実
現

す
る
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン（
以
下
、「
Ｇ
Ｘ
」と
い
う
）に
向
け

た
投
資
が
進
ん
で
い
る
。

国
内
で
は
２
０
２
３
年
５
月
に
、
Ｇ
Ｘ

の
実
現
を
目
指
す
投
資（
以
下
、「
Ｇ
Ｘ
投

資
」と
い
う
）の
促
進
に
向
け
た
政
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
で
あ
る「
成
長
志
向
型
カ
ー
ボ
ン

プ
ラ
イ
シ
ン
グ
構
想
」を
反
映
し
た「
脱
炭

素
成
長
型
経
済
構
造
へ
の
円
滑
な
移
行
の

推
進
に
関
す
る
法
律
」（
以
下
、「
Ｇ
Ｘ
推
進

法
」と
い
う
）が
成
立
し
た
。
こ
れ
は
、
Ｇ

Ｘ
経
済
移
行
債
を
財
源
と
す
る
20
兆
円
規

模
の
先
行
投
資
支
援
と
排
出
量
取
引
制
度

を
含
む
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
と
の
組

み
合
せ
に
よ
り
、
企
業
の
Ｇ
Ｘ
投
資
の
促

進
を
含
ん
で
い
る
。
２
０
２
３
年
度
か
ら

排
出
量
取
引
制
度
が
試
行
さ
れ
、
ク
ラ
イ

メ
ー
ト
・
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
利
付
国
庫
債

券
は
２
０
２
４
年
２
月
か
ら
発
行
さ
れ
て

い
る
。

ま
た
、
Ｇ
Ｘ
実
現
に
向
け
た
カ
ー
ボ
ン

プ
ラ
イ
シ
ン
グ
専
門
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ（
以
下
、「
Ｃ
Ｐ
専
門
Ｗ
Ｇ
」と
い
う
）に

お
い
て
、
排
出
量
取
引
の
制
度
化
に
向
け

た
論
点
整
理
が
行
わ
れ
た
。
議
論
は
排
出

量
取
引
制
度
の
骨
格
の
形
成
を
中
心
に
行

わ
れ
、
制
度
運
営
に
お
け
る
詳
細
は
、
今

後
の
法
制
化
に
お
い
て
明
確
に
さ
れ
る

が
、
現
在
試
行
さ
れ
て
い
る
排
出
量
取
引

制
度
と
は
異
な
る
点
が
あ
る
排
出
量
取
引

制
度
の
本
格
稼
働
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。

本
連
載
に
お
い
て
は
Ｃ
Ｐ
専
門
Ｗ
Ｇ
に
お

け
る
資
料
を
も
と
に
排
出
量
取
引
制
度
の

議
論
を
中
心
に
解
説
し
て
い
く
。

第
２
回
は
、
本
格
稼
働
す
る
排
出
量
取

引
制
度
の
特
徴
と
概
要
お
よ
び
制
度
対
象

者
に
つ
い
て
、概
要
を
解
説
す
る
。
な
お
、

記
載
に
つ
い
て
は
、
筆
者
の
私
見
で
あ
る

こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。

Ｑ
１

排
出
量
取
引
制
度
の
特
徴

は
何
か

本
格
稼
働
す
る
排
出
量
取
引
制
度
の
特

徴
は
何
か
、
ま
た
、
ど
の
よ
う
な
制
度
に

な
っ
て
い
る
の
か
。

⑴　
排
出
量
取
引
制
度
の
特
徴

Ｇ
Ｘ
推
進
法
の
下
、
２
０
２
３
年
７
月

に
策
定
さ
れ
た
脱
炭
素
成
長
型
経
済
構
造

移
行
推
進
戦
略（
以
下
、「
Ｇ
Ｘ
推
進
戦
略
」

排出量取引制度
Ｑ＆Ａ

これからどうなる？
排出量取引制度

Ｑ＆Ａ 【第2回】
本格稼働する排出量取引制度の
特徴と概要および制度対象者

連
載
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

第1回 本格稼働に向けた排出量取引制度の背景と検討 2025年3月10日号（№1737）

第2回 本格稼働する排出量取引制度の特徴と概要および制度対象
者 2025年4月1日号（№1739）

第3回 排出量の算定および排出枠の割当 2025年4月10日号（№1740）

第4回 排出枠の割当、制度対象者の償却義務および取引参加者と
取引 2025年4月20日（№1741）

第5回 価格安定措置 2025年5月1日号（№1742）
第6回 その他の事項 2025年5月10日・20日合併号（№1743）
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これからどうなる?　排出量取引制度Ｑ＆Ａ

と
い
う
）で
は
、
２
０
２
３
年
度
よ
り
企

業
の
自
主
的
な
取
組
み
と
し
て
排
出
量
取

引
制
度
を
Ｇ
Ｘ
リ
ー
グ
に
お
い
て
試
行
的

に
開
始
し
た
。
Ｇ
Ｘ
リ
ー
グ
に
お
け
る
結

果
を
踏
ま
え
、
２
０
２
６
年
度
に
排
出
量

取
引
制
度
の
本
格
稼
働
が
予
定
さ
れ
て

い
る
。
排
出
量
取
引
制
度
を
段
階
的
に

発
展
さ
せ
、
第
２
フ
ェ
ー
ズ
と
さ
れ
る

２
０
２
６
年
度
か
ら
の
本
格
稼
働
に
お
い

て
、
排
出
量
取
引
制
度
へ
の
参
加
の
義
務

化
や
削
減
目
標
の
認
証
制
度
の
創
設
を
視

野
に
法
定
化
を
検
討
す
る
と
し
て
い
る

（
図
表
１
を
参
照
）。

こ
れ
ま
で
、
国
内
外
に
お
い
て
明
確
に

成
功
し
た
と
評
価
さ
れ
る
排
出
量
取
引
制

度
は
な
い
と
も
い
わ
れ
て
い
る
。よ
っ
て
、

本
格
稼
働
後
に
お
い
て
も
排
出
量
取
引
制

度
の
課
題
を
確
認
し
つ
つ
調
整
し
て
い
く

対
応
が
考
え
ら
れ
る
。
事
実
、
す
で
に
排

出
量
取
引
制
度
を
導
入
し
た
国
お
よ
び
法

域
に
お
い
て
も
、
導
入
後
に
お
け
る
要
件

の
明
確
化
や
取
引
参
加
者
の
範
囲
の
拡
大

な
ど
の
調
整
が
行
わ
れ
て
い
る
。

⑵　
２
０
２
６
年
度
よ
り
開
始
す
る

排
出
量
取
引
制
度
の
概
要

具
体
的
な
制
度
設
計
と
し
て
、
２
０

２
６
年
度
よ
り
開
始
す
る
排
出
量
取
引
制

度
は
、
一
定
規
模
以
上
の
排
出
を
行
う
企

業
を
制
度
対
象
者
と
し
て
、
毎
年
度
、
排

出
実
績
と
等
量
の
排
出
枠
の
償
却
の
要
求

が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
制
度
の
導
入
当
初

に
つ
い
て
は
、
排
出
枠
の
全
量
無
償
割
当

が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
各
制
度
対
象
者
へ

の
割
当
に
つ
い
て
は
、
業
種
特
性
や
ト
ラ

ン
ジ
シ
ョ
ン
期
の
取
組
み
な
ど
を
勘
案
す

る
方
法
が
検
討
さ
れ
て
い
る（
図
表
２
を

参
照
）。

①　

制
度
対
象
者

制
度
対
象
者
は
、
Ｃ
Ｏ
２
の
直
接
排
出

量
が
前
年
度
ま
で
の
３
カ
年
平
均
で
10
万

ト
ン
以
上
の
法
人
と
す
る
。
制
度
対
象
者

に
よ
る
法
人
別
の
排
出
枠
の
口
座
の
開
設

を
想
定
し
て
い
る
。

②　

移
行
計
画
（
仮
称
）
の
策
定

対
象
企
業
は
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
排
出
削

減
目
標
や
、
そ
の
他
関
連
事
項
を
含
む
計

画
を
策
定
お
よ
び
提
出
す
る
。

③　

排
出
枠
の
償
却
義
務

政
府
指
針
に
基
づ
い
て
算
出
し
た
排
出

（図表1）　排出量取引制度の段階的発展の概要

項目 第１フェーズ
ＧＸリーグにおける試行

第2フェーズ
排出量取引市場の本格稼働

第3フェーズ
さらなる発展

排出量取引制
度への参加

自主 さらなる参加率向上に向け
た方策の検討

発電事業者を対象とした
段階的な有償化（有償オー
クションの導入）の検討目標設定 自主（注１） 政府指針を踏まえた目標

か、民間第三者認証の検討
目標達成 自主（注２） 規律強化（指導監督、遵守

義務等）の検討
（注１）　2050年カーボンニュートラルと整合的な目標（2030年度および中間目標（2025年度）時点での目標排出量）を開示 
（注２）　未達成の場合の義務やペナルティーはない。目標達成に向け、排出量取引を行わない場合は、その旨公表するComply or Explain型の

取扱い
（出所）　GX実現に向けた排出量取引制度の検討に資する法的課題研究会第１回資料３「ＧＸ実現に向けた排出量取引制度の検

討に資する法的課題研究会の趣旨等について」をもとに筆者作成

（図表２）　排出量取引制度の主な項目
主な項目 概要

①　制度対象者 ・CO2の直接排出量が前年度までの３カ年平均で10万トン以上の法人（単体）が対
象となる。

・義務対象者である親会社などが、密接な関係にある子会社（義務対象者のみ）も
含めて一体での手続履行を可能とするための認定制度を創設する。

②　移行計画（仮
称）の策定

・対象企業は2050年カーボンニュートラルの実現に向けた排出削減目標や、その
他関連事項を含む計画を策定および提出する。

③　排出枠の償
却義務 

・排出枠の割当の申請
政府指針に基づいて算出した排出枠の量を企業が割当申請し、全量が無償割当
される。

・排出量の算定および報告
企業は、自らの排出量について、第三者機関による検証を受けたうえで、毎年
度国に報告する。

・排出枠の償却
検証を受けた毎年度の排出実績と同量の排出枠の償却を義務づける。

・償却義務不履行時の取扱い
償却義務の未履行分については、上限価格を基礎とした負担金の支払を求める。

④　排出枠取引
市場

・排出枠取引市場の公正かつ安定的な運営を担保するため、GX推進機構が市場
を開設する。

・制度対象者に加え、①カーボンクレジットについて一定の取引経験を有する取引
業者や、②制度対象者からの依頼に基づいて取引を行う取引業者の市場参加を
認める。

⑤　価格安定化
措置

・政府は、排出枠の上下限価格を設定する。
・（排出枠価格の高騰等で）排出枠が不足する事業者については、上限価格×不足

分の支払によって、義務を履行したとみなす。
・一定期間以上、市場価格が下限を下回って低迷する場合、GX推進機構を通じて

リバースオークションを行い、排出枠の流通量を調整するとともに、割当基準の
強化を検討する。

（出所）　CP専門WG第5回資料2「GX実現に資する排出量取引制度に係る論点の整理（案）」をもとに筆者作成
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枠
の
量
に
つ
い
て
は
、
制
度
対
象
者
が
割

当
申
請
を
行
い
、
全
量
が
無
償
割
当
さ
れ

る
。
ま
た
、
制
度
対
象
者
は
、
自
ら
の
排

出
量
に
つ
い
て
、
第
三
者
機
関
に
よ
る
検

証
を
受
け
、
毎
年
度
、
国
へ
報
告
す
る
。

割
り
当
て
ら
れ
る
排
出
枠
の
量
に
関
し

て
、
特
に
業
種
特
性
を
考
慮
す
る
必
要
性

の
高
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
多
消
費
分
野
に
つ
い

て
は
、
業
種
別
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
に
基
づ

い
て
算
定
を
行
う
取
扱
い（
ベ
ン
チ
マ
ー

ク
方
式
）の
適
用
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
の
策
定
が
困
難

な
分
野
に
つ
い
て
は
、
基
準
排
出
量（
制

度
開
始
直
前
の
３
カ
年
の
排
出
量
の
平

均
）に
一
定
の
削
減
率
を
乗
じ
て
割
当
量

の
算
定
を
行
う
取
扱
い（
グ
ラ
ン
ド
フ
ァ

ザ
リ
ン
グ
方
式
）の
適
用
が
想
定
さ
れ
て

い
る
。

基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
、
２
０
２
６

年
度
よ
り
開
始
す
る
排
出
量
取
引
制
度
に

お
い
て
は
、
制
度
対
象
者
に
対
し
て
、
毎

年
度
、
排
出
実
績
と
等
量
の
排
出
枠
の
償

却
を
求
め
る
。

さ
ら
に
、
制
度
の
実
効
性
お
よ
び
公
平

性
の
観
点
か
ら
、
償
却
義
務
を
履
行
し
な

い
場
合
、
償
却
義
務
の
未
履
行
分
の
上
限

価
格
に
１
・
Ⅹ
倍
を
乗
じ
た
金
額
を
調
達

不
足
量
に
応
じ
た
金
銭
と
し
て
支
払
を
求

め
る
取
扱
い
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

④　

排
出
枠
取
引
市
場

排
出
枠
取
引
市
場
の
公
正
か
つ
安
定
的

な
運
営
を
担
保
す
る
た
め
、
Ｇ
Ｘ
推
進
機

構
が
市
場
を
開
設
す
る
。
制
度
対
象
者
に

加
え
、
カ
ー
ボ
ン
ク
レ
ジ
ッ
ト
に
つ
い
て

一
定
の
取
引
経
験
を
有
す
る
取
引
業
者

や
、
制
度
対
象
者
か
ら
の
依
頼
に
基
づ
い

て
取
引
を
行
う
取
引
業
者
の
市
場
参
加
を

認
め
る
。

⑤　

価
格
安
定
化
措
置

取
引
価
格
の
上
限
価
格
お
よ
び
下
限
価

格
を
設
定
し
、
そ
の
価
格
帯
を
あ
ら
か
じ

め
示
し
、
取
引
価
格
の
予
見
可
能
性
を
高

め
、
脱
炭
素
投
資
を
促
進
し
て
い
く
。
義

務
遵
守
の
た
め
の
コ
ス
ト
の
高
騰
を
回
避

す
る
観
点
か
ら
、
排
出
枠
が
不
足
し
た
場

合
に
、
あ
ら
か
じ
め
定
め
る
上
限
価
格
の

支
払
に
よ
る
義
務
の
履
行
を
可
能
と
す

る
。
２
０
２
６
年
度
以
降
に
お
い
て
も
、

制
度
導
入
当
初
に
お
い
て
は
、
排
出
枠
の

オ
ー
ク
シ
ョ
ン
は
行
わ
れ
な
い
。
一
定
期

間
以
上
、
市
場
価
格
が
下
限
を
下
回
っ
て

低
迷
す
る
場
合
、
Ｇ
Ｘ
推
進
機
構
を
通
し

て
リ
バ
ー
ス
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
を
実
施
し
排

出
枠
の
流
通
量
を
調
整
し
、
需
給
を
機
動

的
に
調
整
す
る
と
と
も
に
、
割
当
基
準
の

強
化
を
検
討
す
る
。

算
定
お
よ
び
報
告
な
ら
び
に
排
出
枠
の

償
却
に
係
る
手
続
の
全
体
像
に
つ
い
て
示

す
と
図
表
３
の
と
お
り
で
あ
る
。

図
表
３
に
お
け
る
排
出
枠
の
売
却
は
、

排
出
枠
の
過
不
足
が
算
定
さ
れ
た
後
に
位

置
し
て
い
る
。
し
か
し
、「
償
却
義
務
量
が

確
定
す
る
前
の
時
点
で
あ
っ
て
も
、
自
社

の
排
出
枠
の
過
不
足
を
見
越
し
て
取
引
を

行
う
こ
と
は
可
能
」と
説
明
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
排
出
枠
の
償
却
に
つ
い
て
、
余

剰
分
は
、
翌
年
度
に
持
ち
越
し
可
能
と
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
あ
る
算
定

期
間
に
お
け
る
排
出
枠
等
に
つ
い
て
、
当

該
遵
守
期
間
に
お
い
て
余
剰
が
発
生
し
た

場
合
に
、
余
剰
分
を
次
期
以
降
の
算
定
期

間
に
お
け
る
利
用
を
認
め
る
バ
ン
キ
ン
グ

の
取
扱
い
を
想
定
し
て
い
る
。
逆
に
、
次

期
以
降
に
発
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
排
出

枠
等
の
一
部
を
、
前
倒
し
し
て
発
行
し
、

当
該
遵
守
期
間
に
お
け
る
利
用
を
認
め
る

ボ
ロ
ー
イ
ン
グ
は
、想
定
さ
れ
て
い
な
い
。

（図表３）　算定報告および排出枠の償却に係る手続の全体像

排出量の算定

割当申請

排出枠の調達・売却

排出枠の割当

排出枠の償却

償却義務量の確定

未償却相当負担金
(仮称)の納付

自社のCO2の排出量を算定する。

政府指針を踏まえて算出した排出枠の量について
第三者認証を受け、排出枠の割当を申請する。

排出枠の過不足分について市場で取引を行う。

国は排出枠を無償で割り当てる。

償却義務量と等量の排出枠を償却し、余剰分は
翌年度に持ち越し可能とする。

排出実績について、第三者による検証を受け、国
に提出する。償却すべき量を確定する。

償却義務の未履行分の排出枠の量に応じた負担
金支払を行う。

（出所）　CP専門WG第5回資料2「GX実現に資する排出量取引制度に係る論点の整理（案）」をもとに筆者作成

ｔ
年
度

ｔ+

１
年
度

償却しない場合
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Ｑ
２

排
出
量
取
引
制
度
の
制
度

対
象
者
と
は

ど
の
よ
う
な
企
業
が
排
出
量
取
引
制
度

の
制
度
対
象
者
と
な
る
の
か
。

⑴　
制
度
対
象
者
の
考
え
方

排
出
量
取
引
制
度
の
対
象
と
な
る
主
体

が
、
制
度
対
象
者
と
さ
れ
る
。
企
業
は
、

そ
の
規
模
に
か
か
わ
ら
ず
エ
ネ
ル
ギ
ー
な

ど
の
使
用
を
通
じ
て
Ｃ
Ｏ
２
を
排
出
し
て

い
る
。
こ
の
企
業
の
う
ち
ど
の
よ
う
な
企

業
を
排
出
量
取
引
制
度
の
対
象
と
す
る
か

が
検
討
す
べ
き
論
点
の
１
つ
と
な
る
。
一

般
に
、
排
出
量
取
引
制
度
に
お
い
て
は
、

対
象
範
囲
を
広
げ
す
ぎ
る
と
、
義
務
履
行

の
た
め
の
検
証
な
ど
の
事
務
手
続
や
、
行

政
コ
ス
ト
が
増
大
す
る
た
め
、
排
出
量
の

大
き
な
設
備
や
企
業
に
対
象
を
限
定
す
る

ケ
ー
ス
が
多
い
。
制
度
対
象
者
の
決
定
に

関
し
て
は
、
企
業
を
対
象
に
す
る
考
え
方

と
設
備
お
よ
び
施
設
を
対
象
と
す
る
考
え

方
が
あ
る
。

①　

企　

業

直
接
排
出
量
が
一
定
以
上
の
企
業
で
排

出
量
取
引
の
対
象
と
な
っ
た
場
合
、
当
該

企
業
は
排
出
量
の
集
計
を
行
う
。よ
っ
て
、

企
業
の
排
出
量
合
計
が
基
準
値
以
上
で
あ

れ
ば
、
企
業
全
体
で
排
出
量
を
算
定
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
製
造
部
門
以
外
の
事

務
部
門
や
営
業
部
門
が
存
在
す
る
よ
う
な

排
出
量
規
模
の
小
さ
い
施
設
で
あ
っ
た
と

し
て
も
集
計
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

②　

設
備
お
よ
び
施
設

直
接
排
出
量
が
一
定
の
基
準
量
以
上
の

設
備
お
よ
び
施
設
に
つ
い
て
排
出
量
取
引

の
対
象
と
し
、
設
備
お
よ
び
施
設
ご
と
に

排
出
量
の
集
計
を
行
う
方
法
で
あ
る
。
こ

の
場
合
、
規
模
の
小
さ
な
営
業
所
な
ど
、

基
準
量
未
満
の
施
設
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る

企
業
の
場
合
、
排
出
量
取
引
の
対
象
者
と

は
な
ら
な
い
可
能
性
が
あ
る
。

③　

比　

較

精
度
の
高
い
計
器
の
導
入
コ
ス
ト
は
、

企
業
全
体
を
制
度
の
対
象
と
す
る
よ
り

も
、
設
備
お
よ
び
施
設
を
制
度
の
対
象
範

囲
と
し
た
ほ
う
が
負
担
は
少
な
く
な
る
と

考
え
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
Ｃ
Ｐ
専
門

Ｗ
Ｇ
の
会
議
に
お
け
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
お

い
て
も
産
業
界
よ
り
実
務
の
状
況
が
説
明

さ
れ
た
。

⑵　
諸
外
国
の
動
向

す
で
に
導
入
が
行
わ
れ
た
国
お
よ
び
法

域
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
排
出
量

制
度
の
対
象
と
閾
値
が
設
定
さ
れ
て
い

る
。
Ｅ
Ｕ
や
英
国
で
は
、直
接
排
出
量
２
・

５
万
ト
ン
以
上
の
設
備
お
よ
び
施
設
を
排

出
量
取
引
制
度
の
対
象
と
し
て
い
る
。
ま

た
、
韓
国
で
は
、
原
則
と
し
て
直
接
排
出

お
よ
び
間
接
排
出
の
合
計
で
12
・
５
万
ト

ン
以
上
の
企
業
を
排
出
量
取
引
制
度
の
対

象
と
し
て
い
る
。

⑶　
本
格
稼
働
に
お
け
る
対
応

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
及
び

非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
等
に
関
す

る
法
律
」や「
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

に
関
す
る
法
律
」な
ど
の
既
存
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
お
よ
び
環
境
法
制
と
の
整
合
性
が
必

要
と
な
る
。
ま
た
、
Ｇ
Ｘ
リ
ー
グ
に
お
い

て
企
業
単
位
で
の
取
組
み
を
求
め
て
い

る
。
こ
の
状
況
を
鑑
み
、
２
０
２
６
年
度

以
降
に
つ
い
て
も
法
人
単
位
の
制
度
と
す

る
対
応
を
基
本
と
し
て
想
定
し
て
い
る
。

ま
た
、
諸
外
国
制
度
と
同
程
度
の
規
模
の

排
出
源
を
捕
捉
す
る
観
点
か
ら
、
制
度
対

象
者
を
、
直
近
３
カ
年
平
均
で
Ｃ
Ｏ
２
の

直
接
排
出
量
10
万
ト
ン
以
上
と
す
る
閾
値

の
設
定
を
想
定
し
て
い
る
。
こ
の
閾
値
の

設
定
に
よ
り
、
排
出
量
取
引
制
度
の
対
象

事
業
者
数
は
３
０
０
か
ら
４
０
０
社
程
度

と
な
り
、
そ
の
カ
バ
ー
率
は
、
日
本
に
お

け
る
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
60
％
程
度

に
な
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。

Ｃ
Ｐ
専
門
Ｗ
Ｇ
で
は
、
対
象
と
対
象
外

の
間
の
不
公
平
を
踏
ま
え
る
と
、
で
き
る

定価（紙版）：4,180円（税込）
Ａ５判 / 344頁

中央経済社
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これからどうなる?　排出量取引制度Ｑ＆Ａ
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限
り
対
象
は
広
い
ほ
う
が
望
ま
し
く
、
排

出
量
の
60
％
近
く
と
い
う
カ
バ
ー
率
は
、

直
接
排
出
量
の
規
制
対
象
と
す
る
取
引
制

度
と
し
て
は
、
広
い
範
囲
が
対
象
と
さ
れ

て
い
る
と
評
価
で
き
る
と
の
意
見
が
あ
っ

た
。
し
か
し
、
非
対
象
が
40
％
近
く
残
る

と
い
う
予
想
で
あ
り
、
制
度
の
対
象
と
な

る
か
否
か
に
つ
い
て
の
不
公
平
は
、
別
の

し
く
み
で
対
処
さ
れ
る
べ
き
と
の
意
見
が

述
べ
ら
れ
た
。

さ
ら
に
、
企
業
に
よ
っ
て
は
、
グ
ル
ー

プ
単
位
で
排
出
量
の
管
理
や
脱
炭
素
に
必

要
と
な
る
投
資
判
断
を
行
っ
て
い
る
。
こ

の
実
態
を
踏
ま
え
、
親
会
社
等
が
密
接
な

関
係
に
あ
る
子
会
社
等
も
含
め
た
報
告
等

の
制
度
へ
の
対
応
を
可
能
と
す
る
た
め
の

認
定
制
度
の
創
設
お
よ
び
導
入
も
想
定
さ

れ
て
い
る（
図
表
４
を
参
照
）。

「
密
接
な
関
係
」に
つ
い
て
の
明
確
な
考

え
方
が
、
事
務
局
説
明
資
料
に
記
載
さ
れ

て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
た

め
、
Ｃ
Ｐ
専
門
Ｗ
Ｇ
に
お

い
て
、「
密
接
な
関
係
」の

意
味
に
つ
い
て
の
説
明
が

求
め
ら
れ
た
。
事
務
局
か

ら
は
、
ま
ず
連
結
を
考
え

て
お
り
、
連
結
の
判
断
指

標
に
つ
い
て
は
出
資
比

率
、
出
資
比
率
が
少
な
く

て
も
支
配
力
が
あ
る
か
な

ど
を
考
慮
し
、
連
結
子
会

社
と
同
様
の
基
準
と
す
る

取
扱
い
を
想
定
し
て
い
る

と
説
明
が
さ
れ
た
。
さ
ら

に
、
Ｇ
Ｘ
推
進
法
か
ら
さ

ら
に
下
位
法
令
で
定
め
て

い
き
な
が
ら
、
実
態
に
合

わ
せ
た
内
容
に
し
て
い
き

た
い
と
も
説
明
が
あ
っ

た
。

ま
た
、
認
定
管
理
統
括
事
業
者
制
度

（
仮
称
）の
下
で
は
、
共
同
で
実
施
さ
れ
る

の
は
報
告
だ
け
な
の
か
、
削
減
の
達
成
そ

の
も
の
を
共
同
で
行
う
取
扱
い
を
認
め
る

制
度
に
す
る
の
か
に
つ
い
て
、
検
討
を
求

め
る
点
と
し
て
挙
げ
ら
れ
た
。
そ
し
て
、

想
定
さ
れ
る
例
が
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ

た
。①

　
あ
る
制
度
対
象
者
が
割
り
当
て
ら
れ

た
排
出
枠
を
上
回
る
排
出
量
実
績
と

な
っ
た
た
め
、償
却
義
務
の
不
履
行
が
全

体
と
し
て
生
じ
た
場
合
、ど
の
よ
う
な

取
扱
い
が
さ
れ
、責
任
は
誰
に
帰
属
す

る
の
か

②
　
全
体
と
し
て
は
割
り
当
て
ら
れ
た
排

出
枠
を
下
回
る
排
出
実
績
と
な
っ
た
が
、

参
加
し
て
い
る
特
定
の
制
度
対
象
者
に

償
却
義
務
の
不
履
行
が
生
じ
た
場
合
、

ど
の
よ
う
な
取
扱
い
が
さ
れ
、責
任
は

誰
に
帰
属
す
る
の
か

事
務
局
は
、
手
続
の
代
行
は
可
能
で
あ

り
、
実
績
報
告
を
代
行
お
よ
び
代
表
し
て

実
施
す
る
の
は
可
能
で
あ
る
と
思
う
と
回

答
し
た
。
全
体
と
し
て
は
割
り
当
て
ら
れ

た
排
出
枠
を
下
回
る
排
出
実
績
と
な
っ
た

が
、
参
加
し
て
い
る
特
定
の
制
度
対
象
者

に
償
却
義
務
の
不
履
行
が
生
じ
た
場
合
、

グ
ル
ー
プ
を
構
成
す
る
制
度
対
象
者
の
排

出
枠
の
償
却
義
務
を
果
た
し
た
と
す
る
取

扱
い
を
認
め
る
か
ど
う
か
は
、
法
務
局
と

今
後
議
論
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
説
明

が
さ
れ
た
。

⑷　
懸
念
点

法
人
単
位
で
排
出
量
取
引
制
度
を
実
施

す
る
う
え
で
、
会
社
分
割
等
に
よ
る
工
場

の
移
転
等
で
排
出
を
他
の
関
連
法
人
に
切

り
出
し
、
自
身
が
制
度
対
象
者
外
と
な
る

よ
う
な
ス
キ
ー
ム
が
用
い
ら
れ
、
排
出
量

取
引
制
度
逃
れ
が
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る

と
の
指
摘
が
あ
っ
た（
図
表
５
参
照
）。
こ

れ
は
、
財
務
会
計
で
い
え
ば
、
連
結
財
務

諸
表
作
成
に
お
け
る
連
結
対
象
会
社
の
範

囲
に
含
め
る
か
ど
う
か
の
議
論
に
似
た
側

面
も
あ
る
。
排
出
量
取
引
制
度
の
適
用
逃

れ
が
、
排
出
量
の
カ
バ
ー
率
が
下
落
す
る

な
ど
の
排
出
量
取
引
制
度
の
実
効
性
を
低

下
さ
せ
る
影
響
や
、
制
度
対
象
者
と
な
る

企
業
と
制
度
対
象
者
と
な
ら
な
い
企
業
と

の
間
に
お
い
て
不
公
平
性
を
生
じ
さ
せ
る

課
題
に
つ
な
が
る
と
さ
れ
て
い
る
。

事
務
局
か
ら
は
、
会
社
分
割
等
の
組
織

再
編
成
を
機
動
的
に
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
な
か
で
、
会
社
分
割
等
の
目
的
が
本
当

に
排
出
量
取
引
の
制
度
を
逃
れ
る
た
め
で

あ
る
の
か
を
識
別
す
る
の
は
、
非
常
に
難

し
い
課
題
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
っ
た
。

対
策
と
し
て
は
、
法
人
単
位
に
お
い
て
は

（図表４）　 認定管理統括事業者制度（仮称）のイメージ図

20万t-CO2e/年排出

10万t-CO2e/年排出

15万t-CO2e/年排出 6万t-CO2e/年排出

直接排出が10万
トン未満の場合
は認定対象外

B法人 D法人

密接な関係

A法人
（親会社）

C法人

「子会社」等の
密接関係者に

該当する

認定取得によって、一体での制度対応を可能とする

（出所）　CP専門WG第５回資料２「GX実現に資する排出量取引制度に係る論点の整理（案）」をもとに筆者作成
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基
準
量
以
下
の
場
合
で
も
、
追
加
的
に
、

設
備
お
よ
び
施
設
に
つ
い
て
の
排
出
基
準

を
設
定
し
、
前
記
の
よ
う
な
制
度
逃
れ
の

法
人
に
つ
い
て
も
制
度
対
象
者
と
す
る
方

法
も
考
え
ら
れ
る
と
の
説
明
が
さ
れ
た
。

し
か
し
、
こ
の
方
法
に
よ
れ
ば
、
対
象
と

な
る
法
人
数
の
増
加
に
つ
い
て
の
懸
念
が

想
定
さ
れ
、
ま
た
、
基
準
量
を
下
回
っ
て

も
継
続
し
て
排
出
量
取
引
制
度
の
対
象
に

な
る
の
か
等
の
課
題
も
残
る
と
述
べ
ら
れ

た
。
ま
た
、
個
別
の
理
由
で
組
織
再
編
成

を
実
施
す
る
場
合
で
も
、
排
出
量
取
引
制

度
が
こ
れ
を
阻
害
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る

可
能
性
も
あ
る
と
の
懸
念
も
述
べ
ら
れ

た
。な

お
、
第
６
回
の
Ｇ
Ｘ
実
現
に
向
け
た

排
出
量
取
引
制
度
の
検
討
に
資
す
る
法
的

課
題
研
究
会
に
お
い
て
、
こ
の
点
に
つ
い

て
も
検
討
が
行
わ
れ
た
。事
務
局
か
ら
は
、

「
会
社
分
割
等
の
組
織
再
編
成
や
外
部
委

託
は
、
通
常
の
企
業
活
動

で
あ
る
と
こ
ろ
、
単
に
制

度
対
象
者
外
と
な
る
た
め

に
こ
れ
ら
の
行
為
が
行
わ

れ
た
か
ど
う
か
を
判
断
す

る
こ
と
は
困
難
で
あ
り
、

こ
れ
に
排
出
量
取
引
制
度

の
中
で
、
対
応
す
る
と
か

え
っ
て
、
通
常
の
企
業
活

動
を
抑
制
す
る
お
そ
れ
が

あ
る
と
の
考
え
方
も
あ
る

が
、
ど
の
よ
う
に
考
え
る

べ
き
か
」（
資
料
３
よ
り
抜

粋
）と
し
て
意
見
が
求
め

ら
れ
た
。

会
社
分
割
に
伴
う
排
出

量
取
引
制
度
逃
れ
に
つ
い

て
は
、
発
生
す
る
可
能
性

が
あ
り
留
意
が
必
要
、
問

題
で
あ
る
と
の
考
え
、
お

よ
び
重
大
な
問
題
で
あ
る
と
の
認
識
な
ど

が
述
べ
ら
れ
た
。
ま
た
、
法
人
に
義
務
を

負
わ
せ
る
制
度
に
お
い
て
は
生
じ
得
る
課

題
で
あ
る
と
の
意
見
も
述
べ
ら
れ
た
。
仮

に
、
大
規
模
に
あ
る
い
は
制
度
対
象
か
ら

逃
れ
る
目
的
で
当
該
行
為
が
行
わ
れ
た
場

合
、
制
度
対
象
者
が
減
少
し
、
対
象
と
な

る
排
出
量
の
割
合
も
落
ち
る
結
果
を
も
た

ら
す
た
め
、
制
度
の
実
効
性
に
影
響
が
及

ぶ
状
況
が
生
じ
な
い
か
と
の
懸
念
が
述
べ

ら
れ
た
。
ま
た
、
会
社
分
割
、
組
織
再
編
、

外
部
委
託
は
、
実
質
的
に
事
業
活
動
自
体

を
譲
渡
す
る
結
果
、
簡
単
に
は
で
き
な
い

と
考
え
る
た
め
、
ど
の
程
度
深
刻
な
懸
念

な
の
か
と
い
う
意
見
も
あ
っ
た
。

対
策
に
つ
い
て
、
通
常
の
企
業
活
動
と

し
て
も
会
社
分
割
等
は
行
わ
れ
る
た
め
、

一
律
に
規
律
を
規
制
す
る
と
い
う
対
策
は

馴
染
ま
な
い
と
す
る
意
見
が
述
べ
ら
れ

た
。
ま
た
、
従
来
の
対
象
と
な
る
べ
き
法

人
が
排
出
を
し
て
い
る
と
み
な
す
趣
旨
の

規
定
を
定
め
、
一
定
の
歯
止
め
を
か
け
る

対
策
は
可
能
と
の
意
見
も
述
べ
ら
れ
た
。

事
務
局
か
ら
は
、
２
・
５
万
ト
ン
以
上

の
排
出
が
あ
る
設
備
や
施
設
を
保
有
す
る

法
人
を
本
制
度
の
対
象
に
す
る
取
扱
い

で
、
対
象
と
な
る
排
出
量
の
割
合
が
よ
り

高
ま
り
、
排
出
量
取
引
制
度
逃
れ
を
目
的

と
し
た
会
社
分
割
等
は
防
げ
る
と
の
考
え

が
示
さ
れ
た
。
た
だ
し
、
当
該
方
法
を
採
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PwC  Japan 有限責任監査法人
サステナビリティ・アドバイザリー部　パー
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分野に係る委託業務経験を豊富に有する。
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PwC  Japan 有限責任監査法人
監査事業本部　パートナー
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在、監査事業本部に所属する。

用
し
た
場
合
、
対
象
事
業
者
が
大
幅
に
増

加
す
る
と
試
算
し
て
お
り
、
検
証
機
関
の

リ
ソ
ー
ス
の
問
題
も
発
生
す
る
た
め
バ
ラ

ン
ス
を
と
っ
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と

説
明
が
さ
れ
た
。

これからどうなる?　排出量取引制度Ｑ＆Ａ

（図表５）　CP専門WGで指摘された法的課題に関する論点

（出所）　GX実現に向けた排出量取引制度の検討に資する法的課題研究会第6回資料3「GX実現に資する排出
量取引制度の検討の方向性を踏まえた法的課題の整理」をもとに筆者作成
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D法人

B法人C法人

制度対象者

制度対象者A法人
の関連会社等

工場

制度対象者A法人の排
出量を10万トン未満に
するために会社分割等
で工場を移転する


